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論 文 内 容 の 要 旨 
政策的また商業的な意思決定が社会の個々の構成員に与える影響を考慮する方法の一つと
して社会シミュレーションが関心を集めている．近年，社会シミュレーションの中でも現
実社会を可能な限り忠実に模倣するモデル（以下，Facsimile Model）を用いた意思決定者
支援のためのリアルスケール社会シミュレーションの実現に向けて研究が進められている．
Facsimile Model において，モデルの粒度を現実社会に近づけるほど，現実同様の個人（以
下，エージェント）の属性を用いた意思決定が期待される．また，リアルスケール社会シ
ミュレーションでは観察対象の地域と同じ人口規模のシミュレーションを実施することが
期待されている．しかし，現実の個人の属性は個人情報保護やプライバシーの観点から利
活用が困難であるため，リアルスケール社会シミュレーションでは，モデルの構築と共に，
エージェントの属性の設定がシミュレーションに取り組む研究者の負担となっている． 
 このような状況から，現実世界の個人と同じ統計的特徴を持つ仮想的な属性を持つ個人
（以下，仮想個票）を合成する研究が行われている．仮想個票を合成する手法として，統
計表の一部を抽出した個票（サンプルデータ）を用いた Synthetic Reconstruction 法（以
下，SR 法） が著名である．しかし，SR 法を用いた場合，個人に関する統計表と世帯に関
する統計表の両方に適合する仮想個票を合成することが困難であることが指摘されている．
また，それぞれの国において利活用可能な統計情報や世帯構成の特徴に基づいた手法が開
発されており，他の地域に適用する際には留意が必要と指摘されている．  
 日本においても，公的統計をはじめとする利活用可能なデータのみを用いて市民と市民
が属する世帯のデータ（以下，仮想個票）を合成する手法が開発されている．従来手法で
は，日本全国を対象とする統計表を用いて，複数の統計表と仮想個票から作成する複数の
仮想の統計表との差を最小化する問題として定式化し，探索手法の 1 つである Simulated 
Annealing 法を用いて 500 世帯や 1,000 世帯，5,000 世帯の仮想個票を合成していた．従来
手法の開発では実数の統計表を 500 世帯や 1,000 世帯などに調整する手法や調整した統計
表に整合する探索手法に焦点が当てられていた．そのため，従来手法を用いて現実と同様
の人口の仮想個票を合成する場合，計算時間や実数の統計表との整合度に課題があった．
また，従来手法では，個人の属性として，年齢・性別・世帯内の役割を合成しており，世
帯の属性として，世帯の分類・所属する地域が合成されている．多種多様なシミュレーシ
ョンで仮想個票を活用するためには，例えば，世帯のより詳細な位置情報や所得などの仮
想の個票へ属性の追加が要請されている． 
 本論文ではこれらの問題を解決するために，２章において並列計算手法を用いた仮想個
票合成手法（2.3 節）と実数の統計表に整合する仮想個票合成手法（2.4 節，2.5 節）を，
３章において仮想個票へ世帯が居住する建築物の位置情報を割り当てる手法を提案する． 
 ２章の並列計算手法を用いた仮想個票合成手法では，実数の統計表を複数に分割し，分
割した統計表を用いて並列に仮想個票を合成する手法を提案した．統計表の分割を整合的
に行うことは困難なため，分割数が増加するほど統計表との誤差が増加した．しかし，従
来手法の計算時間と比較し並列計算により，6 コアの CPU を用いた場合は約 1/7，12 コア
の CPU を 2 基搭載した計算機を用いた場合は約 1/24 の時間で仮想個票を合成した． 
 また，実数の統計表に整合する仮想個票合成手法では，統計表に記載されているとおり
に初期世帯を生成する手法や，新たな統計表の採用，探索手法を提案した．従来手法では
確率的に世帯の分類や性別を決定していたため，世帯数や男女別の人口の統計表と誤差が
発生した初期世帯を生成していた．さらに，従来手法が用いる市民の年齢を変更する探索
手法により，これらの誤差が解消されることなく探索が終了していた．本論文では，統計
表に記載されているとおりに初期世帯を生成し，合成対象の全ての世帯の分類における人
口分布を採用し，効率的に探索を行う手法を提案した．これらの手法により従来手法と比
べ統計表との誤差を約 1/30 に削減できた． 
 ３章の仮想個票へ世帯が居住する建築物の位置情報を割り当てる手法では，合成された
仮想個票の各世帯へ町丁目属性を割り当て，町丁目内の建築物の位置情報を割り当てる手
法を提案した．建築物の位置情報を割り当てる際には町丁目内の建築物を一様に選択する
と，一軒家と思われる建築物と共同住宅と思われる建築物に同程度の世帯が割り当たる．
そのため，合成された世帯へ住宅の建て方属性を追加し，住宅の建て方属性と建築物の建
築面積を考慮して建築物に割り当てる世帯数を調整する手法を提案した． 
 本論文の提案手法を用いて，すでに日本全国の約 1 億人の仮想個票を合成し，合成した
仮想個票のリアルスケール社会シミュレーションに取り組む研究者への提供を開始してい
る．提供した仮想個票を用いて自動体外式除細動器 (Automated External Defibrillator; 
以下，AED) の最適配置場所の検討や震災復興支援の検討などに使用されている．このよう
に，本論文の提案手法により合成した仮想個票を用いたシミュレーションや分析が行われ
ており，本研究がリアルスケール社会シミュレーションを実現する基盤となりつつある．   
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本学位論文では，リアルスケール社会シミュレーションを実現する上で課題となる対象
地域に居住する構成員の属性の合成に取り組んでいる．日本国内の人口合成を対象にした
先行研究では，公開されている統計を用いた 500 世帯や 1,000 世帯の小規模の世帯の合成
手法の研究開発が行われていたが，本学位論文では，実人口と同規模の属性の合成にあた
って発生する諸課題の解決を行うとともに，リアルスケール社会シミュレーションの具体
化において課題となる世帯の位置情報の合成に関する新たな取り組みを行っている． 
 まず，2.3 節では，合成対象の人口が実スケールになることにより課題となる合成にか
かる計算時間の短縮に取り組んでいる．申請者は並列計算を用いた合成手法の高速化に取
り組み，統計を用いた人口合成の並列化を行う際に，統計を単純に分割するのではなく，
実数の端数を考慮した調整分割法を提案することにより，単一の計算機を用いた場合と比
較して高速に，さらに単純に統計を分割する場合と比較して誤差の小さい合成が実現でき
ることを示している．この「並列計算手法を用いた仮想個票合成手法」については，計測
自動制御学会論文集 Vol.54, No.4（2018 年）に査読付論文として掲載されている． 
 また，2.4 節の「実数の統計表に整合する仮想個票合成手法」では，従来手法からの変
更点として，公開されている統計表通りに世帯構成を構成するとともに，確率的に年齢を
初期化している．さらに，最適化に用いる統計表として，従来手法で用いられていなかっ
た家族類型別の人口分布を用い，より適切な年齢分布が得られるようにしている．さらに，
親や子どもなどの世帯内の役割に応じた年齢分布を用いて年齢変更を行うことにより，よ
り適切な年齢が与えられるようになっている．この結果，世帯内の役割に応じて適切な年
齢が与えられるようになった．本研究の成果は，計測自動制御学会論文集 Vol.54, No.9
（2018 年）に査読付論文として掲載予定である． 
 さらに，2.5 節の「実数の統計表に整合する仮想個票合成手法」では，2.4 節の手法で採
用されている年齢分布を用いた年齢変更により生じる年齢別人口分布の統計との差異を軽
減するため，統計に基づいて初期化した年齢を変更せず，２名の年齢の交換により，世帯
内の年齢が定義されるような手法を提案している．2.4 節と 2.5 節の手法を比較すること
により，一人当たりの探索回数が少ない時には，2.4 節の手法が統計との誤差を小さくで
きているものの，一人当たりの探索回数を多くするにつれて，2.5 節の手法がより誤差を
小さくできていることがわかった．これにより，計算に割くことのできる時間と許容でき
る誤差の大きさとの関係で，2.4 節か 2.5 節のどちらの手法を採用して仮想個票の合成を
行うべきかを決定できることがわかる．本手法は，計測自動制御学会の英文査読論文誌で
ある Journal of Control, Measurement, and System Integration Vol. 10, Issue 6（2017
年）に掲載されている． 
 本学位論文では，２章の「実数の統計表に整合する仮想個票合成手法」に加えて，３章
で「仮想個票へ世帯が居住する建築物の位置情報を割り当てる手法」を提案している．世
帯に位置情報を割り当てるためには，市町村単位に世帯を合成する必要があるが，２章で
提案されている手法では，人口 20 万人以上の市区のみで公開されている統計が用いられて
いた．そこで，20 万人未満の市町村の仮想個票を合成するために必要な統計を推計する手
法と共に，市町村内の町丁目ごとの統計に合わせた世帯合成手法，国土地理院が公開する
基盤地図情報に記載されている建物への世帯の割り当て手法が提案されている．本手法の
提案により，日本全国の世帯の地図上への割り当てが可能となっている．なお，本手法に
より，地図上の特定建物の世帯情報が特定されていないことを示すため，統計に整合的な
複数の解を提示することが行われている．本提案手法についても，計測自動制御学会の英
文査読論文誌である Journal of Control, Measurement, and System Integration Vol. 10, 
Issue 6（2017 年）に掲載されている． 
 申請者の研究は，主に計測自動制御学会社会システム部会において発表されており，す
でにその部会の構成員により研究成果が活用されている．例えば，国立保健医療科学院の
研究者により，自動体外式除細動器の最適配置場所の検討を行うため，AED がカバーして
いる人口の分析に活用されている．また，岩手県立大学の研究者は，震災復興支援シミュ
レーションの構築に活用している．東京工業大学の研究者は，仮想個票の個人に生活行動
モデルを適用する研究に取り組んでいる．さらに，静岡大学の研究者により，人口動態の
研究の基礎資料として活用されている．このように，申請者の研究成果をリアルスケール
社会シミュレーションの基礎データとして活用する研究が着手されており，申請者の研究
が注目されていることがわかる． 
 申請者は，小規模に縮小した人口合成に関する研究を，実人口の規模の人口合成に拡張
するための研究を段階的に行い，４編の査読付論文として成果を発表している．すでに関
連学会の中でその研究成果が認められ，活用が始まっている． 
よって，本学位論文は博士論文として価値あるものと認める．  
